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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づ

き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子

提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第32期定時株主総会

その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）

新株予約権等の状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

連結株主資本等変動計算書

連結計算書類の連結注記表

株主資本等変動計算書

計算書類の個別注記表

（2024年１月１日から2024年12月31日まで）

ウインテスト株式会社
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新株予約権等の状況

第8回新株予約権

発行決議日 2020年２月20日

新株予約権の個数 32,000個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 32,000株（新株予約権1個につき1株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引き換えに払い込みは要しない。

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 1個当たり254円

権利行使期間
2020年８月１日から2025年７月31日まで

（注1）

行使の条件 （注2）

役員の保有状況
取締役(社外取締役・
監査等委員を除く)

新株予約権の数　　32,000個
目的となる株式数　32,000株
保有者数　　　　　　　２名

新株予約権等の状況

① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし
て交付された新株予約権の状況

(注１)2020年８月１日から2025年７月31日までとする。ただし、新株予約権の割

当日の翌日から起算して２年を経過した日より３年間とする。

(注２)ア. 新株予約権者は、権利行使時においても、当社取締役等（社外取締役

及び監査等委員である取締役を含む。）及び従業員並びに当社関係会

社の取締役等の地位にあることを要する。ただし、当社の取締役等及

び当社関係会社の取締役等を任期満了により退任した場合、または定

年退職その他正当な理由のある退職の場合はこの限りではない。

イ. 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点にお

ける発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約

権の行使を行うことはできない。

ウ. 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約
権の状況

該当事項はありません。

－ 1 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

ア. 取締役及び使用人を含めた行動規範としてモラルマインド、いわゆる

倫理指針を制定し、倫理委員会が運用を継続しております。

本モラルマインドは、取締役及び使用人が倫理指針及び法令もしくは

定款上疑義のある行為等を認知し、それを告発しても当該取締役及び

使用人に不利益な扱いを行わない運用を継続いたします。

イ. 代表取締役は、コンプライアンス体制の構築、維持、整備のためにコ

ンプライアンス統括責任者を任命しております。

ウ. 内部監査担当責任者及び監査等委員会は、コンプライアンス体制の調

査、法令並びに定款上の問題の有無を調査し、取締役会に報告してお

ります。

取締役会は定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と

改善に努めています。

エ. 監査等委員会は独立した立場から、内部統制システムの整備・運用状

況を含め取締役の職務執行を監査することとしております。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ア. 取締役の職務の執行に関する情報の保存及び管理については、経営会

議規程等に基づき会社の重要な意思決定、及び重要な業務執行に関す

る情報は議事録として保存、管理されています。

イ. 監査等委員は監査等委員監査基準に基づき、これらの情報を閲覧し、

法令の遵守状況を確認しております。

ウ. 情報の保存及び管理の補完体制として、文書・帳簿等保管期間一覧表

に基づき、重要情報の保存及び管理方法、期間を定め実行しておりま

す。

－ 2 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア. 代表取締役は、リスク管理に関する総括責任者を任命し、リスク管理

規程に基づいてリスク管理体制を整備、構築しております。

イ. 各部門においては、既存のインサイダー取引防止規程、経理規程、稟

議規程等に加え、システムリスク管理規程を整備するなど、必要に応

じたリスク管理を実行する諸規程を制定し、部門毎のリスク管理体制

を強化しております。

ウ. 各部門は各自の業務において、その内在するリスクに対する適切な対

策を実施するとともに、リスクが発生し得ると予測される場合には、

速やかに取締役に情報が届くような体制を整備しております。

エ. 監査等委員及び内部監査担当責任者は各部門のリスク管理状況を監査

し、その結果を監査等委員会に報告します。監査等委員会は定期的に

リスク管理体制を見直し、問題点の把握と改善に努めています。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア. 代表取締役、取締役及び経営会議が認めた構成員で構成する経営会議

を原則として毎月１回開催し、人事、組織、事業計画等全社的な意思

決定事項について経営会議規程に基づき慎重に協議、決議いたしま

す。

イ. 経営会議で決議できない重要事項は、取締役会を原則毎月１回開催

し、取締役会規程に基づき意思決定を行っております。

ウ. 上記会議での決議に基づき、各部門長が出席する業務会議において具

体的な業務遂行の打ち合わせを行い、各部門長は業務を展開しており

ます。

エ. 組織、職制、及び業務分掌に関しては、組織図、職務権限一覧表、業

務分掌規程等により、役割と責任及び職務執行手続の詳細を定め運用

いたします。

(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

体制

ア. 当社は、当社グループ全体の総合力の向上を目的に、子会社の管理に

関する基本方針及び管理内容を定めた社内規則を制定し、グループ全

体の業務の適正化及び円滑化並びに経営効率の向上を図ります。

イ. 当社取締役が子会社の取締役を兼務することで、子会社の業務が適正

に行われるよう監督をしております。また、経営会議並びに毎月の取

締役会において子会社の状況を報告し、子会社の業務の適正を確保し

ています。

－ 3 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

ウ. 監査等委員は必要に応じて子会社の業務状況等を調査し、業務の適法

性・適正性・効率性を確保するため及び子会社の内部統制の確立を支

援するため、関係部門と連携を図り子会社に対する監査を定期的に実

施いたします。

(6) 監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

　当社は、監査等委員会とは別に内部監査担当部門を設置している点並び

に当社規模により、当面監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用

人を常時置くことはしませんが、監査等委員会がその職務を補助すべき取

締役及び使用人を置くことを求めた場合には、専任スタッフを配置するこ

ととします。

(7) 前号の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除

く）からの独立性及び監査等委員会からの指示の実効性の確保に関する

事項

　監査等委員会の職務を補助する専任スタッフを配置した場合、監査等委

員会が指定する補助すべき期間中は、当該スタッフに対する指揮権は監査

等委員に委譲されたものとし、監査等委員ではない取締役の指揮命令は受

けないものとします。

(8) 取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制及び報告をし

た者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないこと

を確保するための体制

ア. 取締役及び使用人は、監査等委員会規程及び監査等委員監査基準に従

い、監査等委員会の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行ってい

ます。

イ. 監査等委員である取締役は社内の重要会議に出席し、経営上の重要情

報について適時報告を受けられる体制とするとともに、重要な議事

録、稟議書を閲覧しております。

ウ. 内部通報制度としては、取締役及び使用人が倫理違反と思われる事項

に関して〔モラルマインド（倫理指針）〕報告書フォーマットを通

じ、直接監査等委員会に報告できる体制としています。また、報告し

た者が当該通報を行ったことで不利な取り扱いを受けることのないこ

とを明記しております。

－ 4 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

(9) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続

その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方

針に関する事項

　監査等委員がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請

求をしたときは、監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合

を除き、速やかに当該費用を負担または債務を処理します。

(10) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

ア. 監査等委員会は、代表取締役と定期的に会合をもち、会社が対処すべ

き課題、監査の環境整備の状況、監査上の重要課題について意見を交

換し、代表取締役との相互認識を深めるよう努めることとしておりま

す。

イ. 監査等委員会は効率的な監査を実施するため、適宜、会計監査人及び

内部監査部門等と協議または意見交換を行い、監査計画を作成してい

ます。

(11) 財務報告の信頼性を確保するための指針

　当社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内

部統制報告書の有効かつ適切な提出に向け、内部統制システムを構築して

います。また、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、不備

があれば必要な是正を行うことにより、金融商品取引法及びその他関連法

案等に対する適合性を確保するものとしています。

(12) 反社会的勢力との関係遮断と接触時の処理体制

ア. 当社は特別利害関係者や株主及び取引先と反社会的勢力との関係はあ

りません。

イ. 当社は反社会的勢力との関係遮断を確立するため、モラルマインド、

いわゆる倫理指針にて「反社会的勢力に対する指針」を定め、この周

知徹底を図っております。

ウ. 反社会的勢力とは取引を含めた一切の関係を遮断し、万が一、反社会

的勢力からの接触があった場合はコンプライアンス統括責任者が対応

し、必要に応じて顧問弁護士や警察等の専門家に相談し適切に処理を

いたします。

－ 5 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

(13) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた、当事業年度における

実施状況は次のとおりであります。

ア. 取締役会を19回開催し、法令や定款等に定められた事項や経営方針、

予算の策定等の経営に関する重要事項を決定するとともに、月次の業

績の分析・評価を行い、法令や定款等への適合性と業務の適正性の観

点から審議をいたしました。

イ. 監査等委員会を14回開催し、監査方針及び監査計画を協議決定し、重

要な社内会議への出席、業務及び財産の状況及び取締役の業務執行の

監査、法令や定款等の遵守について監査いたしました。

ウ. 業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事業活動に関わる法令

等の遵守並びに資産の保全の重要性を鑑み、策定した実施計画に基づ

き内部統制評価を実施いたしました。

エ. コンプライアンス体制や定款、規程上の問題の有無、各部門のリスク

管理状況を把握するため、内部監査計画に基づき当社の業務について

監査を実施いたしました。

オ. 役員と社員による法令、規程の遵守や高い倫理観の維持、個人の尊厳

保護の重要を鑑み、モラルマインド（倫理指針）に従った実施計画に

基づき、倫理基準の遵守状況調査を実施いたしました。

－ 6 －
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連結株主資本等変動計算書

(2024年１月１日から
2024年12月31日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度
期 首 残 高

1,627,193 1,913,679 △2,023,127 1,517,745

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

親会社株主に帰属す
る当期純損失（△）

△1,105,888 △1,105,888

新 株 の 発 行 47,225 47,225 94,451

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計

47,225 47,225 △1,105,888 △1,011,436

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,674,419 1,960,905 △3,129,016 506,308

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計

為替換算調整勘定
その他の包括利益累計額

合計

当 連 結 会 計 年 度
期 首 残 高

138,203 138,203 9,234 1,665,183

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

親会社株主に帰属す
る当期純損失（△）

△1,105,888

新 株 の 発 行 94,451

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

36,579 36,579 9,603 46,182

当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計

36,579 36,579 9,603 △965,254

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 174,782 174,782 18,837 669,928

連結株主資本等変動計算書

－ 7 －
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連結注記表

連　結　注　記　表

（継続企業の前提に関する注記）

　当社グループは、半導体市場の減速の影響により、前連結会計年度における売上高は407,449

千円となり、営業損失558,459千円、親会社株主に帰属する当期純損失554,572千円を計上いたし

ました。

　当連結会計年度（2024年1月～12月）における世界半導体市場は、WSTS（World Semiconductor 

Trade Statistics／世界半導体市場統計）の発表によると、前年比+16.0%増の6,112億ドル（約

95兆円）になるとの見通しでした。AI関連投資が好調で、これに伴ってメモリー製品や AIで使

用されるGPUなどの複合ロジック製品半導体が市場の牽引役となりました。一方、AI関連を除く

と、自動車用途が低迷したほか、設備投資の冷え込みを背景とした産業用途の不振、また民生向

け半導体など全方位に亘り多くの製品で前年比マイナス成長となりました。2023年の半導体ダブ

つき解消後の「復活の年」という意味でも大きく期待された2024年の新規設備投資は、半導体工

場各社の稼働率低迷継続をうけ、新規設備投資の抑制が年度末まで続く事態となりました（2025

年１月６日付ストックマーク社記事「2024年の半導体市場は「復活の年」だったのか？」より引

用）。そのため、当社グループの2024年度の受注、売上は低調に推移いたしました。

　また、当社は、当社グループが保有する棚卸資産について厳格な評価を実施し、連結において

574,470千円の棚卸資産評価損（売上原価）を計上いたしました。

　近年、業界全体において市場環境が変化しており、特に受注の伸び悩みが見られる状況が続い

ています。当社におきましても、一部製品の市場動向を慎重に精査した結果、保有する棚卸資産

の一部について、将来的な回収可能性について精度を高めて評価する必要があると判断しまし

た。これに伴い、監査法人とも協議のうえ、適正な会計処理を行うために棚卸資産の評価損を計

上することといたしました。

　これは、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号)に従い資産評価の健全性

を確保するために実施するものであります。今回の評価損計上により、短期的な財務指標には影

響が出るものの、これは将来的な財務の健全性を確保し、持続的な成長基盤を強化するための戦

略的な判断であります。当社は今後も、事業構造の見直しや市場ニーズに適した製品戦略を推進

し、収益性の向上を図る施策を進めてまいります。また、当該棚卸資産に関しましては、2025年

以降出荷される製品にすべて組み込む予定です。

　当社の当連結会計年度の売上高は417,090千円となり、営業損失は1,083,829千円、経常損失は

1,094,080千円、親会社株主に帰属する当期純損失は1,105,888千円となりました。

　上記のとおり、継続的な営業損失が発生している状況にあり、当社グループには継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社グループはこうした状況を早期に解消又は改善すべく、以下の対応策を継続して実施して

おります。
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事業施策

１．中国国内での受注販売活動の促進

　前述のとおり、AI市場以外の民生市場及び産業向け半導体市場は2024年度の新規設備投資を控

えており、新設された各顧客における新工場など竣工はしたものの、設備導入は2025年度予算に

組入れる様子です。しかし、今後の半導体市場は、各国政府の進めるDX（デジタルトランスフォ

ーメーション）のさらなる進展や脱炭素化推進に向けた取り組み、自動運転や５G、６Gなどの高

速通信環境がもたらす新しいイノベーションが期待されており、今後はAI関連だけではなくAIを

基盤としたサービスのアウトプットに対応する半導体を含め、新しい技術が急速に開発・開拓さ

れ、広範な需要に支えられ伸長するものと想定されております。

　当社グループが「主力装置」と位置付けるLCDドライバIC検査装置は、液晶パネルに使われる

LCDドライバICの検査に使用されており、また、それら情報端末ではLCDドライバICだけではな

く、当社が得意とするCMOSイメージセンサーIC、ロジックICなど周辺半導体デバイスの需要も大

きな伸びが期待される分野です。当社の主力検査装置WTS-577SRは主にローエンドデバイス向け

とし、2024年12月に開催されたセミコンジャパン2024展示会で完成リリースを行ったWTS-577SX

につきましては、ミドルクラスからハイエンドデバイス向けとし、新たに同展示会でリリースを

行ったWTS-9000フラッグシップ機をハイエンド超多数個の同時測定用として販売しております。

また、セミコンジャパン2024展示会では、国内外から多くのお客様にご来場いただき、実機展示

を行っているメーカーが少ないこともあいまって国外、国内の御来場者から大きな反響を頂きま

した。その結果、WTS-9000においては、2025年１月20日に「次世代ディスプレイ・ドライバーIC

検査装置WTS-9000受注及び初出荷のお知らせ」にてお知らせいたしましたように、リリース直後

に海外のお客様から受注を頂くことができました。また、国内顧客からは、汎用ロジック検査装

置WTS-3000のお引合いを多く頂くことができました。これら検査装置の受注は、設備投資が再開

されると期待される2025年第２四半期（多くの日本のお客様では第１四半期）以降を予定してお

ります。

　今後、ウインテスト武漢との協力体制強化を土台にし、中国PMI社並びに台湾代理店との協力

関係を推し進め、営業活動を見直してまいります。さらに、ウインテスト武漢においては、顧客

対応力の強化を目的にエンジニアの採用を促進、更なるサポート体制の強化と製造においては品

質の向上に取り組み、今後AI市場の活性化が著しい中国国内市場への深耕を図ってまいります。

２．技術開発の強化

　当社は、これまでのICチップの検査装置に加え、新たに2025年１月28日に「ウエハ・アクセプ

タンス・テスト(WAT)検査装置「WTS-511」リリース、販売開始のお知らせ」で開示いたしました

ように、新領域である半導体製造工場で完成したウエハ上で行う電気的検査で、設計基準や顧客

要求を満たしているか出荷される前の最終的な品質保証プロセスを検証できる検査装置を市場に

投入してまいります。また汎用ロジックIC検査装置（256チャンネル、512チャンネル、1024チャ

ンネル、周波数400Mhz）に関しては、国内、台湾、中国顧客向けを想定したWTS-3000、WTS-677
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そしてWTS577Lとして販売を開始しております。またロジック検査装置、ディスプレイ・ドライ

バー検査装置に関しましては、先端機能を更に引き上げるべく引続き開発を継続しております。

これによって、ローエンド市場からハイエンド市場までを網羅的にカバーできる装置ラインナッ

プを揃えました。

　また、新たな収益の柱を構築するための成長戦略として、2025年までに当社グループがこれま

で培ってきた検査技術や画像処理技術、高精度センサー技術、データ解析技術を応用しつつ、外

部専門会社からの協力のもと、今後の市場拡大が見込まれる５Gと、その後の６G通信規格の台頭

とともに注目を集めるパワーデバイス検査分野への進出を目指し、M&Aなども視野にシナジーの

高い事業会社との資本・業務提携を積極的に進め、当該分野への新規参入、対応可能検査範囲の

拡充と展開を計画、収益基盤の拡充に取り組んでまいります。

３．隣接領域の展開と製品化

　検査装置向け工場FA化機器技術（「自重補償機構技術」）、当該技術については、慶應義塾先

端科学技術研究センターと共同開発を進めており、特許等の申請についての手続きは終了、また

現在は2024年中に開発した新技術について新たに特許の申請手続きに入っております。当初当社

検査装置関連で製品化を目指しておりましたが、2024年に方向を転換、2024年問題で揺れる「物

流輸送市場」における手動リフトゲートトラック向け補助装置の製品化を行っており、現在はロ

ボットの開発設計製造の得意な工場に委託を行っており、2025年６月にプロトタイプの制作、複

数のコンサル会社のアドバイスをもとに2025年中には量産体制を整え販売を開始いたします。な

お、コンサル・アドバイザーとしてジェイ・フェニックス・リサーチ社と契約を結んでおりま

す。

　奈良県立大学と進めております脈波（BCG、ECG)を利用したヘルスケア管理システムは、同大

学並びに株式会社TAOS研究所とアライアンスを継続し、量産方法の試行錯誤を完了し量産に向け

当社大阪事業所並びにご協力企業様と協議を進めており、2025年4月からの本格販売に向け計画

を進めております。販売に関しましては株式会社TAOS研究所主導のもと、強いご興味を頂いてい

るウエルコンサル株式会社（大阪市生野区）などと連携し進める方向です。またコンサルには同

じくジェイ・フェニックス・リサーチ社と契約を結び、販売チャンネルの多角化などを協議して

おります。

　水素ナノバブル・アルカリイオン・洗浄水に関しましては、各種の実験を通し概ね良好な結果

が得られましたことから、現在イオン水生成装置の内製化に取り組んでおり、イオン水を試験的

にご希望の企業様に実験用として無償で供給させて頂いております。今後、本格販売に向け生成

装置の内製化を加速してまいります。

（注）インダストリー4.0検査装置向け工場FA化機器技術に使われる「自重補償機構技術」とは

　一般的な「重量物搬送装置」は、電気モーターやエンジン等の動力源を持ち、かつ、重いカウ

ンターウエイトや油圧・圧縮空気の出力を借りることで、数十キロから数百キロの重量物の移動
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をアシストしますが、装置が大掛りで重量が重くなることや、重量物に見合う外部動力が必要と

なるといった課題を有しています。これらの課題克服のため、当社と慶應義塾先端科学技術研究

センターは、いかなる動力や重いカウンターウエイト、そして油圧・空圧機器をも使用しない

「自重補償機構」の開発を進め、バネの弾性力を応用した軽量かつシンプルな構造を内蔵したロ

ボットアームの継続開発を行っております。今般開発した試作機は、被搬送物の重量が変化した

場合でもその重さに見合った自重補償ができる構造となっており、回転軸を除く各軸にて搬送す

る重量物の自重補償を達成し、自身の腕部分の自重をも含め、より安全な自重補償を成立させて

います。

財務施策

　財務面については、財務基盤の安定化を図るために、2024年９月15日開催の取締役会におい

て、GFA株式会社を割当先とする1,000万株の第三者割当による新株予約権の発行を決議し、2024

年12月31日時点までに新株予約権の発行及び一部行使によって104,320千円の資金調達を実施し

ました。これにより、今後の半導体検査装置事業に必要なリニア半導体など新領域並びに新規事

業の展開資金を確保するとともに、併せて財務基盤の強化を図りました。しかし、上述でご説明

いたしましたお客様工場における新規設備投資が2024年中には回復せず、2025年にずれ込むな

ど、想定より長期にわたることから、業績の低迷が続き、加えて2021年～2023年にかけて発生し

た検査装置に不可欠な産業用半導体部品の大幅な不足と納期遅延、価格高騰を受け、タイムリー

な製造ができるように早期の部材仕入れを行った結果、運転資金となる現預金が計画より減少す

ることとなりました。今後とも筆頭株主である武漢精測と諮りながら、同社及び金融機関からの

資金調達の施策を継続して実施してまいります。

　以上の施策をもって抜本的な改善をしていく予定でおりますが、2023年から2024年度中にまで

引き続いた、半導体市場の生産調整などから、設備投資の大幅な抑制という事態になり、当社が

メイン市場とする海外受注並びに受注済み検査装置の出荷・売上は、新規設備投資の再開される

2025年度以降となります。事業施策及び財務施策の実現可能性は市場の状況、需要動向等の今後

の外部環境の影響を受けること、前記の新株予約権による調達についても確約されるものではな

いことから、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識し

ております。

　なお、連結計算書類は、継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要

な不確実性の影響を連結計算書類に反映しておりません。
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（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社

連結子会社の名称

 偉恩測試技術（武漢）有限公司

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

３．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

  棚卸資産

　個別法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下

げの方法）によっております。

　海外子会社の原材料については、移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）によっております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

③ リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については実績繰入率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

② 製品保証引当金

　販売済製品に対して、将来発生が見込まれるサポート費用等に備えるため、個別案件ご

とに発生見積額を計上しております。

(4）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以

下のとおりであります。
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当連結会計年度

商品及び製品 33,534

仕掛品 597,773

原材料及び貯蔵品 316,844

通常の販売目的で保有する棚卸資産の収

益性の低下による簿価切下額(売上原価)
574,470

　①製品の販売に関する収益

　製品の販売については、顧客との契約に基づく当該製品の引き渡しを行う義務を履行

義務として識別しております。製品の引き渡しは、顧客が製品検収した時に資産の支配

が顧客に移転する為、当該時点で収益を認識しております。

　②サービス提供に関する収益

　サービスの提供には、製品に据え付ける機材の作成、ソフトウェアの開発、校正及び

修理の作業等、製品が顧客の支配下で正常に(顧客の要望通りに）動作するための、機

材、ソフトウェアもしくは作業の提供を履行義務として識別しております。かかる履行

義務は、顧客が検収をした時に支配が顧客に移転する為、当該時点で収益を認識してお

ります。

　③サービス契約に関する収益

　サービス契約に関しては、主に1年単位での保守契約を締結しております。当該保守

契約については、契約期間にわたり履行義務が充足されると判断し、契約期間の経過に

応じて収益を認識しております。

　なお、契約における約束した財又はサービスの独立販売価格の合計額が当該契約の取

引価格を超える場合には、契約における財又はサービスの束について顧客に値引き等を

行っているものとして、当該値引き等について、契約におけるすべての履行義務に対し

て比例的に配分しております。

　(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

　なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定に含めて計上しております。

４．会計方針の変更

該当事項はありません。

５．会計上の見積りに関する注記

（棚卸資産の評価）

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(単位：千円）
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　有形固定資産の減価償却累計額 199,020千円

場所 用途 種類 減損損失(千円)

大阪府大阪市北区 半導体検査装置事業 リース資産 7,686

神奈川県横浜市 関連資産 工具、器具及び備品 1,642

合計 9,328

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、棚卸資産の正味売却価額が帳簿価額を下回った場合に、その差額を当

連結会計年度の費用として棚卸資産評価損を計上しております。正味売却価額は売価から

見積追加製造原価及び見積販売直接経費を控除して算定しておりますが、その見積りには

不確実性が存在し、見積りと実績との間に乖離が生じた場合には、翌連結会計年度の連結

計算書類に影響を与える可能性があります。

６．会計上の見積りの変更に関する注記

(1) 当該会計上の見積りの変更の内容

　当社が保有する棚卸資産は、従来、営業循環過程にあるかどうかを区別し、営業循環過

程にあるものは毎年販売予定額等により簿価切下げを行い、適正在庫を超える余剰分を余

剰在庫として25%減価し、営業循環過程にないものは毎年帳簿価額の30%の簿価切下げを行

っておりました。

　しかし、近年当社が置かれている状況を鑑み、長期滞留している棚卸資産は販売予定額

を見定めることが困難であり、また、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準

第９号)に従い資産評価の健全性を確保する見地から、営業循環過程にある棚卸資産に関し

ましても、耐用年数を定め、定額により簿価切下げを行うことといたしました。

(2) 当該会計上の見積りの変更が計算書類に与えている影響額

　(1)の会計上の見積りの変更により、従来の方法と比べて当連結会計年度の売上原価が

509,110千円増加し、従来の方法と合計して574,470千円を売上原価に計上することとな

り、営業損失、経常損失、税金等調整前当期純損失が同額増加しております。

(3) 当該会計上の見積りの変更は当連結会計年度の翌連結会計年度以降の計算書類に影響を与

える可能性があります。当該影響額は、影響額を合理的に見積ることが困難であります。

７．連結貸借対照表に関する注記

８．連結損益計算書に関する注記

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたし

ました。

当社グループは半導体検査装置関連事業の単一セグメントであるため、事業用資産に区別はな

く、１つのグルーピングとしております。

半導体検査装置関連事業においては、営業活動から生じる損益が継続してマイナスで、今後も

収益改善の可能性が低いと判断した資産は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失とし

て特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値は零と見積もっております。

－ 14 －
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連結注記表

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式

普通株式 43,641,000 1,418,100 － 45,059,100

９．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

　第12回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行及び権利行使により、発行済株式総数が

1,418,100株増加しております。

(2) 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び数

　該当事項はありません。

(3) 剰余金の配当に関する事項

　該当事項はありません。

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　普通株式　8,817,900株

10．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

 ① 金融商品に対する取組み方針

　当社グループは、一時的な余資の運用については安全性の高い短期的な銀行預金等に限

定し、投機的な取引は行わない方針であります。また、長期的な運転資金は外部借入によ

り調達しております。

 ② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金及び電子記録債権は、顧客及び相手会社の信用リスクに晒されて

おります。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、与信管理部署で

ある総務経理部において取引先ごとに月次での期日管理及び残高管理を行うとともに、主

な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、返済期限は最長で決算後７年

であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

 ③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、与信管理規程に従い営業債権について、営業部門において各取引先

の経営内容、信用状態その他の必要な情報を入手し、取引相手別に与信限度を設定して

います。また、販売管理規程に従い取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、

財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　現金及び預金について一部に外貨預金がありますが、月ごとに公表外国為替レートを

－ 15 －
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（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

 長期借入金（１年内返
済予定の長期借入金を含
む）

136,966 136,966 －

負債計 136,966 136,966 －

１年以内
１年超５年

以内
５年超10年

以内
10年超

現金及び預金 90,703 － － －

受取手形 291 － － －

売掛金 88,595 － － －

未収消費税等 26,620 － － －

基準とした社内レートを設定して管理しております。

　なお、短期間の保有を基本にしているため、為替予約等のヘッジは行っておりません。

　また、借入金のうち一部は銀行所定の短期プライムレートに連動しており、たえず、金

利動向を把握し、残高を管理しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払できなくなるリスク）の管理

　各部署からの報告に基づき総務経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

 ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもありま

す。

 ⑤ 信用リスクの集中

　当連結会計年度の決算日現在における営業債権のうち25.3%が特定の大口顧客に対する

ものであります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2024年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。また、現金及び預金、売掛金、電子記録債権、未収消費税等、買掛金、

未払金及び未払法人税等は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、

注記を省略しております。

(3)　金銭債権の決算日後の償還予定額　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（4）借入金の決算日後の返済予定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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１年以内
１年超２年

以内
２年超３年

以内
３年超４年

以内
４年超５年

以内
５年超

長期借入金（１年内返済
予定の長期借入金を含
む）

32,064 32,064 20,124 13,020 13,020 26,674

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返

済予定の長期借入金を

含む）

－ 136,966 － 136,966

負債計 － 136,966 － 136,966

(5) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルで分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

　該当事項はありません。

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：千円）

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金

　長期借入金は、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状

態は実行後と大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられる

ため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新

規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２

の時価に分類しております。

11．収益認識に関する注記

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　　（単位：千円）

－ 17 －
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収益認識の時期 半導体検査装置事業

一時点で移転される財又はサービス 382,680

一定期間にわたり移転される財又はサービス 34,410

顧客との契約から生じる収益 417,090

その他の収益 －

外部顧客への売上高 417,090

当連結会計年度

期首残高

当連結会計年度

期末残高

顧客との契約から生じた債権 108,885 88,887

契約資産 － －

契約負債 3,303 28,023

(1) １株当たり純資産額 15円12銭

(2) １株当たり当期純損失 　25円27銭

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

 　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表（連結計算

書類作成のための基本となる重要な事項）３．会計方針に関する事項(4)重要な収益及び費用の

計上基準」に記載のとおりであります。

(3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　①契約資産及び契約負債の残高

　　顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円）

（注）契約負債は、履行義務の充足前に対価を受領しているものです。契約負債は、収益の認識

に伴い取り崩されます。

　　　当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたもの

は、3,303千円であります。

②残存履行義務に配分した取引価額

　当社グループにおいては、残存履行義務に配分した取引価額については、当初に予想される

契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しており

ます。

12．１株当たり情報に関する注記

13．重要な後発事象に関する注記

　(新株予約権の行使)

　当連結会計年度後、当社が2024年10月31日に発行した第12回新株予約権（行使価格修正条項

付）の権利行使 が行われております。新株予約権が行使され、2025年１月１日から2025年２月

20日までに発行した株式の概要は以下のとおりであります。

(ⅰ)行使された新株予約権の個数 ：75,420個

－ 18 －
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(ⅱ)発行した株式の種類及び株式 ：7,542,000株

(ⅲ)資本金増加額：304,521千円

(ⅳ)資本準備金増加額：304,521千円

　以上より、発行済株式総数は7,542,000株、資本金及び資本準備金はそれぞれ304,521千円増

加し、2025年２月20日現在の発行済株式総数は52,601,100株、資本金は1,978,940千円、資本準

備金は1,978,940千円となっております。

14．その他の注記

　　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(2024年１月１日から
2024年12月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株 主 資 本
合 計資本準備金

その他資本剰
余金

資 本 剰 余 金
合 計

その他利益
剰余金 利 益 剰 余 金

合 計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 1,627,193 1,627,193 286,486 1,913,679 △1,565,454 △1,565,454 1,975,418

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 損 失 ( △ ) △1,392,000 △1,392,000 △1,392,000

新 株 の 発 行 47,225 47,225 47,225 94,451

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 47,225 47,225 － 47,225 △1,392,000 △1,392,000 △1,297,548

当 期 末 残 高 1,674,419 1,674,419 286,486 1,960,905 △2,957,455 △2,957,455 677,869

新株予約権 純資産合計

当 期 首 残 高 9,234 1,984,652

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 損 失 ( △ ) △1,392,000

新 株 の 発 行 94,451

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

9,603 9,603

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 9,603 △1,287,945

当 期 末 残 高 18,837 696,706

株主資本等変動計算書

－ 20 －
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個　別　注　記　表

１．継続企業の前提に関する注記

　当社は、前事業年度においては引合いのあった売上・受注時期がずれ込み、売上高は286,636

千円となり、営業損失496,064千円を計上、当期純損失500,502千円を計上いたしました。

　当事業年度（2024年1月～12月）における世界半導体市場は、WSTS（World Semiconductor 

Trade Statistics／世界半導体市場統計）の発表によると、前年比+16.0%増の6,112億ドル（約

95兆円）になるとの見通しでした。AI関連投資が好調で、これに伴ってメモリー製品や AIで使

用されるGPUなどの複合ロジック製品半導体が市場の牽引役となりました。一方、AI関連を除く

と、自動車用途が低迷したほか、設備投資の冷え込みを背景とした産業用途の不振、また民生向

け半導体など全方位に亘り多くの製品で前年比マイナス成長となりました。2023年の半導体ダブ

つき解消後の「復活の年」という意味でも大きく期待された2024年の新規設備投資は、半導体工

場各社の稼働率低迷継続をうけ、新規設備投資の抑制が年度末まで続く事態となりました（2025

年１月６日付ストックマーク社記事「2024年の半導体市場は「復活の年」だったのか？」より引

用）。そのため、当社の2024年度の受注、売上は低調に推移いたしました。

　また、当社は、当社が保有する棚卸資産について厳格な評価を実施し、単体決算において

314,918千円の棚卸資産評価損（売上原価）を計上いたしました。

　近年、業界全体において市場環境が変化しており、特に受注の伸び悩みが見られる状況が続い

ています。当社におきましても、一部製品の市場動向を慎重に精査した結果、保有する棚卸資産

の一部について、将来的な回収可能性について精度を高めて評価する必要があると判断しまし

た。これに伴い、監査法人とも協議のうえ、適正な会計処理を行うために棚卸資産の評価損を計

上することといたしました。

　これは、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号)に従い資産評価の健全性

を確保するために実施するものであります。今回の評価損計上により、短期的な財務指標には影

響が出るものの、これは将来的な財務の健全性を確保し、持続的な成長基盤を強化するための戦

略的な判断であります。当社は今後も、事業構造の見直しや市場ニーズに適した製品戦略を推進

し、収益性の向上を図る施策を進めてまいります。また、当該棚卸資産に関しましては、2025年

以降出荷される製品にすべて組み込む予定です。

　以上より、当事業年度の売上高は225,483千円にとどまり、営業損失832,301千円となり、当期

純損失を1,392,000千円計上しております。

　上記のとおり、継続的な営業損失が発生している状況にあり、当社には継続企業の前提に重要

な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社では、こうした状況を早期に解消又は改善すべく対応策に取り組んでおりますが、現時点

では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、継続企業の前提に関する事項及びその対応策に関しましては、連結注記表 （継続企業
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の前提に関する注記）に記載しております。なお、計算書類等は、継続企業を前提として作成さ

れており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を計算書類等に反映しておりません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社出資金

　移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、仕掛品、原材料

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法）によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

②ソフトウェア

　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては利用可能期間（５

年）に基づいております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については実績繰入率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

② 製品保証引当金

　販売済製品に対して、将来発生が見込まれるサポート費用等に備えるため、個別案件

ごとに発生見積額を計上しております。

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

「連結注記表（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）３．会計方針に関す

る事項(4)重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省

略しております。

３．会計方針の変更

該当事項はありません。
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当事業年度

商品及び製品 38,196

仕掛品 287,374

原材料及び貯蔵品 88,548

通常の販売目的で保有する棚卸資産の収

益性の低下による簿価切下額(売上原価)
314,918

当事業年度

関係会社出資金評価損 539,703

４．会計上の見積りに関する注記

　(棚卸資産評価損)

　(1)　当事業年度の計算書類に計上した金額　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　(2)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結計算書類「連結注記表　５．会計上の見積りに関する注記」の内容と同一でありま

す。

　(関係会社出資金評価損)

　(1)　当事業年度の計算書類に計上した金額　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　(2)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、所有する金融商品の実質的な価値を貸借対照表に反映するため、関係会社の財

政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときは、相当の減額をなし、評価差額は当

期の損失として処理することとしております。

　当事業年度において、完全子会社の純資産相当額は当社が所有する完全子会社の出資金

の帳簿金額の50%以下となったことが判明したため、実質価額が著しく低下したものと判断

し、関係会社出資金評価損539,703円を特別損失に計上しております。

　なお、関係会社の株式等の評価を行うにあたり、関係会社の事業計画等に基づき見積も

りを行っておりますが、将来の不確実な経済条件の変動等により事業計画の見直しが必要

となった場合、翌事業年度の計算書類において、関係会社出資金の金額に重要な影響を与

える可能性があります。

５．会計上の見積りの変更に関する注記

(1) 当該会計上の見積りの変更の内容

　当社が保有する棚卸資産は、従来、営業循環過程にあるかどうかを区別し、営業循環過

程にあるものは毎年販売予定額等により簿価切下げを行い、適正在庫を超える余剰分を余剰

在庫として25%減価し、営業循環過程にないものは毎年帳簿価額の30%の簿価切下げを行って

おりました。

　しかし、近年当社が置かれている状況を鑑み、長期滞留している棚卸資産は販売予定額

を見定めることが困難であり、また、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準

第９号)に従い資産評価の健全性を確保する見地から、営業循環過程にある棚卸資産に関し

ましても、耐用年数を定め、定額により簿価切下げを行うことといたしました。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 199,020千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務(区分表示したものを除く)

　　　短期金銭債権 2,139千円

短期金銭債務 4,435千円

 　営業取引による取引高

仕入高 1,057千円

 　　販売費及び一般管理費 499千円

 　営業取引以外の取引による取引高

　　 営業外収益 2,930千円

　　 営業外費用 3,872千円

場所 用途 種類 減損損失(千円)

大阪府大阪市北区 半導体検査装置事業 リース資産 7,686

神奈川県横浜市 関連資産 工具、器具及び備品 1,642

合計 9,328

(2) 当該会計上の見積りの変更が計算書類に与えている影響額

　(1)の会計上の見積りの変更により、従来の方法と比べて当事業年度の売上原価が

280,670千円増加し、従来の方法と合計して314,918千円を売上原価に計上することとなり、

営業損失、経常損失、税金等調整前当期純損失が同額増加しております。

(3) 当該会計上の見積りの変更は当事業年度の翌事業年度以降の計算書類に影響を与える可能

性があります。当該影響額は、影響額を合理的に見積ることが困難であります。

６．貸借対照表に関する注記

７．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

(2) 減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

当社は半導体検査装置関連事業の単一セグメントであるため、事業用資産に区別はなく、１つ

のグルーピングとしております。

半導体検査装置関連事業においては、営業活動から生じる損益が継続してマイナスで、今後も

収益改善の可能性が低いと判断した資産は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失と

して特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値は零と見積もっております。

８．株主資本等変動計算書に関する注記

 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

　　該当事項はありません。

９．税効果会計に関する注記

－ 24 －



2025/03/04 10:28:24 / 24208196_ウインテスト株式会社_招集通知

個別注記表

繰延税金資産

棚卸資産評価損 155,627千円

貸倒引当金 881千円

減価償却の償却限度超過額 9,174千円

繰越欠損金 1,142,898千円

その他 167,521千円

繰延税金資産小計 1,476,103千円

評価性引当額 △1,475,842千円

　繰延税金資産合計 260千円

繰延税金負債

未収還付事業税 △260千円

繰延税金負債合計 △260千円

繰延税金資産の純額 －千円

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容又は
職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
偉恩測試技
術（武漢）
有限公司

中華人
民共和
国湖北
省武漢
市

50,000千
人民元

半導体検査
装置事業

(所有)
直接100.0

資金の貸付

製品等の販売

製品の購入

役員の兼任

資金の貸付
（注1)

20,000
関係会社短
期貸付金

150,000

利息の受取
(注1)

2,930
その他流動

資産
2,139

部品の購入
（注2)

1,057 買掛金 1,062

製品等の販
売(注2)

50,125 売掛金 －

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容又は
職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

主要株主
（個人）
兼役員

姜輝 － －
当社代表

取締役社長
(被所有)
直接0.01

－

債務被保証
(注)

106,746

－ －債務被保証
及び担保の
受入（注）

30,220

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

10．関連当事者との取引に関する注記

(1)子会社・関連会社等

（注）１．資金の貸付に関しては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等は、市場価格等を勘案した上で、一般的取引

　　　　　条件によっております。

(2)役員及び主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針

　当社は、銀行等借入れに対して当社代表取締役社長 姜 輝 氏より債務保証及び担保提

供を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。

11.　収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表（連結計
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(1) １株当たり純資産額 15円４銭

(2) １株当たり当期純損失 　31円81銭

算書類作成のための基本となる重要な事項）３.会計方針に関する事項(4)重要な収益及び費

用の計上基準」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

12．１株当たり情報に関する注記

13．重要な後発事象に関する注記

　「連結注記表（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）13．重要な後発事象に関

する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

14．その他の注記

　該当事項はありません。
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